
令和７年度
　

菊川市介護保険特別会計予算　説明資料

静　岡　県　菊　川　市
  





歳入 （単位：千円）

款 項 目 節
細
節

節及び細節名称
予算
書頁

当　初
予算額
(a)

前年度
予算額
(b)

差   額
(a-b)

説　　　　　　　　明

1 1 1 1 －
現年度分特別徴
収保険料

－ 872,015 869,390 2,625

1 1 1 1 1 特別徴収保険料 7 872,015 869,390 2,625
　年金から天引きされ、国（厚生労働省）などの年金保険者から納付
される第１号被保険者介護保険料

1 1 1 2 －
現年度分普通徴
収保険料

－ 66,804 66,510 294

1 1 1 2 1 普通徴収保険料 7 66,804 66,510 294
　65歳到達後年金天引きが開始されるまでの期間及び年金受給年額18
万円未満等の方から納付書、口座振替等によって納付される第１号被
保険者介護保険料

1 1 1 3 －
滞納繰越分普通
徴収保険料

－ 1,500 1,500 0

1 1 1 3 1
滞納繰越分普通
徴収保険料

7 1,500 1,500 0 　滞納繰越分普通徴収保険料

2 1 1 1 － 総務手数料 － 1 1 0

2 1 1 1 1 証明手数料 7 1 1 0 　証明手数料

3 1 1 1 － 現年度分 － 651,706 652,045 △ 339

3 1 1 1 1
介護給付費負担
金

7 651,706 652,045 △ 339
　介護給付費に対する現年度分国負担金（施設給付費分15％、居宅給
付費分20％）

3 2 1 1 － 現年度分 － 64,108 68,028 △ 3,920

介護保険特別会計 －1－



介護保険特別会計 －2－

歳入 （単位：千円）

款 項 目 節
細
節

節及び細節名称
予算
書頁

当　初
予算額
(a)

前年度
予算額
(b)

差   額
(a-b)

説　　　　　　　　明

3 2 1 1 2 調整交付金 7 64,108 68,028 △ 3,920
　第１号被保険者年齢階級別・所得の分布状況に応じた介護給付費に
対する調整交付金

3 2 2 1 － 現年度分 － 23,036 22,891 145

3 2 2 1 1
介護予防・日常
生活支援総合事
業交付金

7 23,036 22,891 145 　介護予防・日常生活支援総合事業に対する国交付金（20.0％）

3 2 3 1 － 現年度分 － 23,560 23,995 △ 435

3 2 3 1 1
包括的支援事業
等交付金

7 23,560 23,995 △ 435
　包括的支援事業等（地域包括支援センター運営費、任意事業費及び
社会保障充実分事業費）に対する国交付金（38.5％）

3 2 4 1 －
保険者機能強化
推進交付金

－ 3,263 3,258 5

3 2 4 1 1
保険者機能強化
推進交付金

8 3,263 3,258 5
　自立支援・重度化防止等に対する国交付金（評価指標に基づく達成
状況により交付）

3 2 5 1 －
介護保険保険者
努力支援交付金

－ 7,651 6,664 987

3 2 5 1 1
介護保険保険者
努力支援交付金

8 7,651 6,664 987
　介護予防等の取り組みに対する国交付金（評価指標に基づく達成状
況により交付）

4 1 1 1 － 現年度分 － 994,793 992,843 1,950

4 1 1 1 1
第２号被保険者
保険料交付金

8 994,793 992,843 1,950
　介護給付費に対して、第２号被保険者の介護保険料納付金分として
社会保険診療報酬支払基金から交付される交付金（27％）



歳入 （単位：千円）

款 項 目 節
細
節

節及び細節名称
予算
書頁

当　初
予算額
(a)

前年度
予算額
(b)

差   額
(a-b)

説　　　　　　　　明

4 1 2 1 － 現年度分 － 28,610 28,286 324

4 1 2 1 1
地域支援事業交
付金

8 28,610 28,286 324
　介護予防・日常生活支援総合事業費に対して、第２号被保険者の介
護保険料納付金分として社会保険診療報酬支払基金から交付される交
付金（27％）

5 1 1 1 － 現年度分 － 545,729 543,042 2,687

5 1 1 1 1
介護給付費負担
金

8 545,729 543,042 2,687
　介護給付費に対する現年度分県負担金（施設給付費分17.5％、居宅
給付費分12.5％）

5 2 1 1 － 現年度分 － 13,245 13,095 150

5 2 1 1 1
介護予防・日常
生活支援総合事
業交付金

8 13,245 13,095 150 　介護予防・日常生活支援総合事業に対する県交付金（12.5％）

5 2 2 1 － 現年度分 － 11,780 11,997 △ 217

5 2 2 1 1
包括的支援事業
等交付金

8 11,780 11,997 △ 217
　包括的支援事業等（地域包括支援センター運営費、任意事業費及び
社会保障充実分事業費）に対する県交付金（19.25％）

6 1 1 1 － 利子及び配当金 － 335 5 330

6 1 1 1 1
介護給付費準備
基金積立金利子

9 335 5 330 　介護給付費準備基金積立金利子

7 1 1 1 － 現年度分 － 460,552 459,649 903

介護保険特別会計 －3－



介護保険特別会計 －4－

歳入 （単位：千円）

款 項 目 節
細
節

節及び細節名称
予算
書頁

当　初
予算額
(a)

前年度
予算額
(b)

差   額
(a-b)

説　　　　　　　　明

7 1 1 1 1
介護給付費負担
金

9 460,552 459,649 903 　介護給付費に対する現年度分市負担金（12.5％）

7 1 2 1 － 現年度分 － 13,245 13,095 150

7 1 2 1 1
介護予防・日常
生活支援総合事
業負担金

9 13,245 13,095 150 　介護予防・日常生活支援総合事業に対する市繰入金（12.5％）

7 1 3 1 － 現年度分 － 11,780 11,997 △ 217

7 1 3 1 1
包括的支援事業
等負担金

9 11,780 11,997 △ 217 　地域包括支援センター運営費等に対する市繰入金（19.25％）

7 1 4 1 － 現年度分 － 21,766 22,794 △ 1,028

7 1 4 1 1
低所得者保険料
軽減負担金

9 21,766 22,794 △ 1,028 　低所得者保険料軽減に対する繰入金

7 1 5 1 － 事務費繰入金 － 54,365 43,255 11,110

7 1 5 1 1 事務費繰入金 9 54,365 43,255 11,110
　介護保険特別会計運営に必要となる一般管理費、賦課徴収費及び介
護認定審査会費等事務費に対する一般会計からの繰入金

7 1 6 1 － 現年度分 － 3,074 2,820 254

7 1 6 1 1
保健・介護予防
一体的実施事業
委託金

9 3,074 2,820 254 　高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業委託料



歳入 （単位：千円）

款 項 目 節
細
節

節及び細節名称
予算
書頁

当　初
予算額
(a)

前年度
予算額
(b)

差   額
(a-b)

説　　　　　　　　明

7 2 1 1 －
介護給付費準備
基金繰入金

－ 37,031 34,586 2,445

7 2 1 1 4
介護給付費繰入
金

9 37,031 34,586 2,445
　介護保険の給付に要する費用について、その支払に不足を生じた場
合の資金に充てるため設置された基金からの繰入金

8 1 1 1 － 繰越金 － 1 1 0

8 1 1 1 1 前年度繰越金 10 1 1 0 　前年度繰越金

9 1 1 1 －
第１号被保険者
延滞金

－ 1 1 0

9 1 1 1 1
第１号被保険者
延滞金

10 1 1 0 　第１号被保険者延滞金

9 1 2 1 －
第１号被保険者
加算金

－ 1 1 0

9 1 2 1 2
第１号被保険者
加算金

10 1 1 0 　第１号被保険者加算金

9 1 3 1 － 過料 － 1 1 0

9 1 3 1 3 過料 10 1 1 0 　過料

9 2 1 1 － 預金利子 － 1 1 0

介護保険特別会計 －5－



介護保険特別会計 －6－

歳入 （単位：千円）

款 項 目 節
細
節

節及び細節名称
予算
書頁

当　初
予算額
(a)

前年度
予算額
(b)

差   額
(a-b)

説　　　　　　　　明

9 2 1 1 4 歳計現金利子 10 1 1 0 　歳計現金利子

9 3 1 1 － 第三者納付金 － 1 1 0

9 3 1 1 5 第三者納付金 10 1 1 0 　第三者行為に係る損害賠償金

9 3 2 1 － 返納金 － 1 1 0

9 3 2 1 6 返納金 10 1 1 0 　返納金

9 3 3 1 － 雑入 － 1 1 0

9 3 3 1 1 雑入 10 1 1 0 　雑入

9 3 3 2 －
地域支援事業雑
入

－ 1,507 1,255 252

9 3 3 2 2
一般介護予防事
業負担金

10 1,123 1,051 72 　一般介護予防事業負担金

9 3 3 2 10
介護予防サービ
ス事業負担金

10 384 204 180 　介護予防サービス利用者負担金

3,911,464 3,893,009 18,455歳入合計



歳出 （単位：千円）

1 1 1 1 一般管理費（介護特会） 11 5,042 4,429 613

　第１号被保険者の資格管理及び介護保険事務全般に必要と
なる費用。介護保険事務に係る会計年度任用職員報酬、被保
険者証・保険給付費通知書等の郵送料、国民健康保険団体連
合会共同処理に係る手数料、介護支援専門員等資格更新研修
負担金及び専門職団体負担金等

・

1 2 1 1 賦課徴収費（介護特会） 11 5,253 3,291 1,962

　第１号被保険者介護保険料賦課徴収に必要となる費用。納
入通知書・督促状・封筒の印刷製本費、コンビニ収納手数
料、保険料額決定通知書・督促状・所得照会に必要となる郵
送料等

・

1 3 1 1 介護認定審査会費 11 43,257 32,805 10,452

　介護認定及び介護認定審査会運営に必要となる費用。介護
認定調査員11人、介護認定調査指導員及び介護認定適正化指
導員報酬、介護認定結果通知等の郵送料、主治医意見書作成
手数料、小笠掛川介護認定審査会負担金等

・

1 4 1 1 趣旨普及費（介護特会） 12 66 2,634 △ 2,568 　介護保険広報用の費用。資格取得者用パンフレット代 ・

2 1 1 1 居宅介護サービス費 12 1,678,487 1,697,956 △ 19,469

　要介護認定者（要介護１～要介護５）が利用した居宅サー
ビス費に対して支給する費用。居宅介護サービス給付費、特
例居宅介護サービス給付費、居宅介護福祉用具購入費、居宅
介護住宅改修費、居宅介護サービス計画給付費及び特例居宅
介護サービス計画給付費

・

2 1 2 1
地域密着型介護サービス
費

12 298,609 297,729 880
　要介護認定者（要介護１～要介護５）が利用した地域密着
型介護サービス費に対して支給する費用。地域密着型介護
サービス給付費及び特例地域密着型介護サービス給付費

・

2 1 3 1 施設介護サービス費 13 1,494,846 1,465,535 29,311
　介護保険施設（介護老人福祉施設・介護老人保健施設・介
護医療院）入所者の施設介護サービス費に対して支給する費
用

・

2 2 1 1 介護予防サービス費 13 48,254 51,962 △ 3,708

　要支援認定者（要支援１・要支援２）が利用した介護予防
サービス費に対して支給する費用。介護予防サービス給付
費、特例介護予防サービス給付費、介護予防福祉用具購入
費、介護予防住宅改修費、介護予防サービス計画給付費及び
特例介護予防サービス計画給付費

・

当　初
予算額
(a)

前年度
予算額
(b)

差   額
(a-b)

説　　　　　明
別紙説
明書頁

款 項 目 事業 事業名称
予算
書頁

介護保険特別会計 －7－



介護保険特別会計 －8－

歳出 （単位：千円）

当　初
予算額
(a)

前年度
予算額
(b)

差   額
(a-b)

説　　　　　明
別紙説
明書頁

款 項 目 事業 事業名称
予算
書頁

2 2 2 1
地域密着型介護予防サー
ビス費

13 457 576 △ 119

　要支援認定者（要支援１・要支援２）が利用した地域密着
型介護予防サービス費に対して支給する費用。地域密着型介
護予防サービス給付費及び特例地域密着型介護予防サービス
給付費

・

2 3 1 1 審査支払費 13 2,484 2,509 △ 25
　介護サービス費の請求に関する審査等を行う国民健康保険
団体連合会に支払う審査支払手数料

・

2 4 1 1 高額介護サービス等費 14 60,120 60,193 △ 73
　要介護認定者等が受けた介護サービス費に対して支払う利
用者負担額が、一定額を超えた場合に支給する費用

・

2 5 1 1
高額医療合算介護サービ
ス費

14 7,000 7,511 △ 511
　各医療保険における世帯内で１年間の医療及び介護両制度
における自己負担額が一定の上限額を超える部分について支
給する費用

・

2 5 2 1
高額医療合算介護予防
サービス費

14 36 30 6
　各医療保険における世帯内で１年間の医療及び介護両制度
における自己負担額が一定の上限額を超える部分について支
給する費用

・

2 6 1 1
特定入所者介護サービス
等費

14 94,129 93,198 931

　低所得者の居住費・食費負担軽減のための給付費用。特定
入所者介護サービス給付費、特例特定入所者介護サービス給
付費、特定入所者介護予防サービス給付費及び特例特定入所
者介護予防サービス給付費

・

3 1 1 1 予防サービス事業費 15 77,385 72,806 4,579
　要支援認定者及び総合事業の事業対象者に対して行う介護
予防サービスの事業経費等

・

3 1 2 1
介護予防ケアマネジメン
ト事業費

15 7,811 6,840 971
　介護予防サービス利用者に対してケアプラン作成、サービ
ス調整等を実施したケアマネジャーに対して支給する費用

・

3 1 3 1
高額介護予防サービス費
相当事業費

15 168 236 △ 68
　総合事業の事業対象者等が利用した介護予防・生活支援
サービス費に対して支払う利用者負担額が、一定額を超えた
場合に支給する費用

・

3 1 4 1
高額医療合算介護予防
サービス等費相当事業費

16 99 105 △ 6
　各医療保険における世帯内で１年間の医療及び介護両制度
における自己負担額が一定の上限額を超える部分について支
給する事業の総合事業分についての費用

・



歳出 （単位：千円）

当　初
予算額
(a)

前年度
予算額
(b)

差   額
(a-b)

説　　　　　明
別紙説
明書頁

款 項 目 事業 事業名称
予算
書頁

3 2 1 1 介護予防普及啓発事業費 16 23,331 27,116 △ 3,785
　介護が必要とならないよう、早期に介護予防に取り組んで
もらうために行う普及啓発事業に要する経費（詳細について
別紙資料あり）

11

3 2 1 2
地域介護予防活動支援事
業費

16 1,312 1,298 14
　地域での介護予防活動を推進するために行うボランティア
養成講座の委託費等

・

3 2 1 3
地域リハビリテーション
活動支援事業費

16 200 200 0
　地域の介護予防活動に対して理学療法士等を派遣するため
の費用

・

3 3 1 1 包括的支援事業費 17 28,874 31,575 △ 2,701
　地域包括支援センターの運営に要する事務費等（詳細につ
いて別紙資料あり）

12

3 3 1 2
職員給与費（介護保険特
別会計）

17 11,894 10,769 1,125 　地域包括支援センター職員２人の給料、手当等及び共済費 ・

3 3 2 1
介護給付等費用適正化事
業費

18 18 0 18 　ケアプラン点検における主任介護支援専門員への報酬 ・

3 3 2 2 家族介護支援事業費 18 171 182 △ 11
　在宅介護をする家族への支援事業。高齢者を介護する家族
等を対象とした講座や在宅介護を支援するための事業に要す
る費用

・

3 3 2 3
成年後見制度利用支援事
業

18 1,085 868 217 　成年後見等の市長申立てに要する費用 ・

3 3 2 4
地域自立生活等支援事業
費

18 4,224 3,939 285
　高齢者が地域において自立した生活を送れるよう支援する
ための事業費

・

3 3 2 5
在宅医療・介護連携推進
事業費

19 4,185 4,316 △ 131
　在宅医療・介護連携事業を推進するための相談窓口の設置
や、多職種連携の推進に要する費用（詳細について別紙資料
あり）

13

3 3 2 6 生活支援体制整備事業費 19 9,863 9,744 119
　生活支援体制整備事業を推進するための生活支援コーディ
ネーターの配置等に要する費用（詳細について別紙資料あ
り）

14

介護保険特別会計 －9－



介護保険特別会計 －10－

歳出 （単位：千円）

当　初
予算額
(a)

前年度
予算額
(b)

差   額
(a-b)

説　　　　　明
別紙説
明書頁

款 項 目 事業 事業名称
予算
書頁

3 3 2 7 認知症総合支援事業費 19 818 869 △ 51
　認知症地域支援推進員の活動及び認知症初期集中支援チー
ムの設置等に要する費用（詳細について別紙資料あり）

15

3 3 2 8 地域ケア会議推進費 19 63 63 0 　地域ケア推進委員会等、会議開催時の委員報酬 ・

3 4 1 1 審査支払費 20 240 240 0
　総合事業の請求に関する審査等を行う国民健康保険団体連
合会に支払う審査支払手数料

・

4 1 1 1 介護用品支給事業費 20 594 726 △ 132
　在宅介護高齢者紙おむつ支給事業に要する経費（詳細につ
いて別紙資料あり）

16

5 1 1 1
介護給付費準備基金積立
金

20 336 6 330
　介護保険の給付に要する費用について、その支払に不足を
生じた場合の資金に充てるため設置された介護給付費準備基
金への積立金

・

6 1 1 1 利子（介護特会） 20 1 1 0 　一時借入れした場合に発生する利子 ・

7 1 1 1
第１号被保険者還付加算
金

21 650 650 0 　死亡、転出等による過年度分特別徴収保険料の還付金 ・

7 1 2 1 償還金（介護特会） 21 1 1 0
　過年度分介護給付費国負担金・基金交付金・県負担金等返
還金・基金返納金

・

7 2 1 1 一般会計繰出金 21 1 1 0 　一般会計繰入金の過年度分の返還金 ・

8 1 1 1 予備費（介護特会） 21 100 100 0 　予算外の支出又は予算超過の支出に充てるための費用 ・

3,911,464 3,893,009 18,455歳 出 合 計



令和７年度

菊川市介護保険特別会計予算

説明資料

別紙　主要事業説明書

静岡県　菊川市





予算説明資料 令和７年度・介護保険特別会計

3 款 2 項 1 目

１ いきいきサロン委託事業　　　18,134千円

２ 介護予防事業のための会計年度任用職員の雇用　　　5,188千円

３ 介護予防教室等の実施　　　９千円

2

予算書
ページ

16 所管部局 R7
健康福祉部 健康福祉部 重点事業

長寿介護課 長寿介護課 新規事業
R6

科目 地域支援事業費 一般介護予防事業費 一般介護予防事業費

事業 0001 介護予防普及啓発事業費

財源内訳

県支出金 介護予防・日常生活支援総合事業交付金 2,392 千円

4,848 2,392 0 9,363 6,728

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

主
な
財
源

本年度当初予算額 前年度当初予算額 増減額／対前年度比

23,331 千円 27,116 千円 △ 3,785 千円　／ 86.0%

目
的
・
経
緯

地域支援事業交付金

2-2
高齢者が元気にいきいきと暮らせるま
ちづくり

 　65歳以上の高齢者が介護が必要な状態にならないよう、早期に介護予防に取り組んでいただく
ために行う普及啓発事業及び介護予防事業等の対象者を把握するための事業を実施する。

政策総合計画 基本目標 健康で元気に暮らせるまち

事
業
概
要
等

 　自立生活の助長及び要介護状態になることや閉じこもり等の予防を図ることを目的に、市内３
箇所でサロン事業を行うための委託料

 　きくがわ体操や菊川いきいき体操を活用した体操教室等に要する傷害保険の費用
 　※高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業として実施する費用は一般会計予算(市
　　　民課)に計上する。

 　事業実施のための保健師、事務補佐員等の雇用

千円

5,166 千円

繰入金 保健・介護予防一体的実施事業委託金 3,074 千円

支払基金交付金

国庫支出金 介護予防・日常生活支援総合事業交付金 4,160

－11－



予算説明資料 令和７年度・介護保険特別会計

3 款 3 項 1 目

１ 任用職員の雇用　　　12,744千円

２ 地域包括支援センター出張所出向職員負担金　　　11,204千円

３ 地域包括支援センターシステム保守料及び借上料　　　3,028千円

４ その他経費　　　1,898千円

2

健康福祉部 重点事業 ○

長寿介護課 長寿介護課 新規事業
R6

予算書
ページ

17 所管部局 R7
健康福祉部

科目 地域支援事業費 包括的支援事業・任意事業費 包括的支援事業費

事業 0001 包括的支援事業費

本年度当初予算額 前年度当初予算額 増減額／対前年度比

28,874 千円 31,575 千円 △ 2,701 千円　／ 91.4%

11,161

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

2-2
高齢者が元気にいきいきと暮らせるま
ちづくり

 　高齢者等が住み慣れた地域で安心して過ごすことができるように、包括的及び継続的な支援を
行う地域包括ケアを推進するため地域包括支援センターを設置し、地域の高齢者や家族等から
の介護・福祉等に関する様々な相談を受け付ける。また、医療及び福祉関係者との連絡、調整等
を行う。

 　地域包括支援センターフルタイム任用職員（主任介護支援専門員等）の雇用
 　高齢者訪問のための保健師等の雇用

政策総合計画 基本目標 健康で元気に暮らせるまち

 　地域包括支援センターで使用するシステム保守と機器の賃借に係る費用

事
業
概
要
等

 　地域包括支援センター窓口の人材確保と今後の地域包括支援センター運営における人材育
成のため社会福祉法人の専門職出向を受けるための負担金

　 地域包括支援センター運営委員会委員報酬、地域包括支援センターの主催する研修会講
師謝礼、研修会参加の旅費及び負担金、公用車ガソリン代、電話代及び通知の郵送代等通信
運搬費、電算機器の修繕費、公用車車検代、複写機の借上料、在宅医療介護連携システム負
担金、事業実施に係る消耗品の購入費

主
な
財
源

国庫支出金 包括的支援事業費等交付金

目
的
・
経
緯

財源内訳

包括的支援事業費等交付金

12,155 5,558 0 0

11,117 千円

県支出金

千円

 

5,558 千円

国庫支出金 保険者機能強化推進交付金 1,038

－12－



予算説明資料 令和７年度・介護保険特別会計

3 款 3 項 2 目

１ 在宅医療・介護連携支援センター事業　　　3,900千円

２ 在宅医療・介護連携のための研修会等の開催　　　156千円

３

４ その他経費　会議・研修会等への参加　　　19千円

2

4,185

県支出金 包括的支援事業費等交付金

地域支援事業費

財源内訳
国庫支出金 県支出金

主
な
財
源

事業 在宅医療・介護連携推進事業費

千円

 

国庫支出金

基本目標
高齢者が元気にいきいきと暮らせるま
ちづくり

150

健康で元気に暮らせるまち 政策 2-2

 　医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、自分らしい人生を住み慣れた地域で最期ま
で暮らし続けることができるよう、関係機関が連携し、多職種が協働する体制を実現するため、介
護保険法に基づき、在宅医療・介護連携推進事業を行う。

総合計画

目
的
・
経
緯

事
業
概
要
等

 　国、県等が実施する在宅医療・介護連携推進事業に係る会議、研修会等への参加費用

 　在宅医療・介護連携を支援するコーディネーターの配置や在宅医療・介護連携支援窓口の
運営に係る費用

　 市内で従事されている医療及び介護の専門職を対象とした、きくがわ医療・介護連携多職種
研修会の開催に係る費用

菊川市版人生会議ノート「私のこれからノート」及び啓発用ポスター・チラシの作成料　110千円

0 1,618

97.0%千円 千円

その他地方債

△ 1314,316

包括的支援事業・任意事業費科目

保険者機能強化推進交付金

千円

国庫支出金 包括的支援事業費等交付金 1,611 千円

806

一般財源

0005

1,761 806

千円　／

任意事業費

0

本年度当初予算額

R6
予算書
ページ

所管部局
健康福祉部

長寿介護課
R7

健康福祉部

長寿介護課
19

重点事業

新規事業

前年度当初予算額 増減額／対前年度比
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予算説明資料 令和７年度・介護保険特別会計

3 款 3 項 2 目

１ 生活支援コーディネーター業務委託　　　9,858千円

２ その他経費　会議・研修会への参加　　　５千円

2

予算書
ページ

19 所管部局 R7
健康福祉部 健康福祉部 重点事業

長寿介護課 長寿介護課 新規事業
R6

財源内訳

科目 地域支援事業費 包括的支援事業・任意事業費 任意事業費

事業 0006 生活支援体制整備事業費

本年度当初予算額 前年度当初予算額 増減額／対前年度比

9,863 千円 9,744 千円 119 千円　／ 101.2%

包括的支援事業費等交付金

4,152 1,899 0 0

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

3,812

目
的
・
経
緯

事
業
概
要
等

総合計画 基本目標 健康で元気に暮らせるまち 2-2
高齢者が元気にいきいきと暮らせるま
ちづくり

 　介護保険法に基づき、地域包括ケアシステムの一環として高齢者が住み慣れた地域で自分らし
く人生の最期まで暮らし続けることができる社会を目指し、生活支援コーディネーターの配置と協
議体の設置をする。「移動支援」・「買い物支援」・「地域サロン・居場所づくり」の３つの課題に重点
を置き、地域でできることを地域住民と形成するとともに、政策的に行うべきことの検討をする。

　 多様な主体による生活支援及び介護予防サービスの体制整備を推進し、地域におけるサー
ビスの提供体制や助け合いの社会を構築をするために必要な生活支援コーディネーターの配
置及び協議体を運営するための委託料

政策

 　国等が実施する生活支援体制整備事業に係る会議、研修会等への参加費用

主
な
財
源

国庫支出金 包括的支援事業費等交付金 3,797 千円

 

県支出金 1,899 千円

国庫支出金 保険者機能強化推進交付金 355 千円

－14－



予算説明資料 令和７年度・介護保険特別会計

3 款 3 項 2 目

１ 認知症地域支援推進員事業　　　557千円

２ 認知症初期集中支援チーム事業　　　261千円

2

予算書
ページ

19 所管部局 R7
健康福祉部 健康福祉部 重点事業

長寿介護課 長寿介護課 新規事業
R6

科目 地域支援事業費 包括的支援事業・任意事業費 任意事業費

事業 0007 認知症総合支援事業費

国庫支出金 県支出金 地方債

本年度当初予算額 前年度当初予算額

その他

増減額／対前年度比

818 千円 869 千円 △ 51 千円　／ 94.1%

一般財源
財源内訳

千円

344 157 0 0 317

主
な
財
源

国庫支出金 包括的支援事業費等交付金 315 千円

県支出金

 

包括的支援事業費等交付金 157 千円

国庫支出金 保険者機能強化推進交付金 29

目
的
・
経
緯

事
業
概
要
等

総合計画 基本目標 健康で元気に暮らせるまち

 　認知症相談会、認知症カフェ事業、認知症ケアパス及び研修参加に係る費用
 　アルツハイマー月間に実施する普及啓発事業に係る費用
 　わんわんパトロール隊及びチームオレンジ活動に係る費用

2-2
高齢者が元気にいきいきと暮らせるま
ちづくり

 　認知症の人の意思が尊重され、認知症になっても尊厳と希望を持って暮らすことができる、ま
た、認知症の人にやさしい社会を実現するため、介護保険法に基づき、市民の認知症に対する理
解を深め、介護者等の認知症対応力の向上を目的に、認知症地域支援推進員を配置する。ま
た、認知症や認知症が疑われる人で医療や介護につながっていないケース等を対象に、多職種
による初期支援を包括的かつ集中的に対応するため、認知症初期集中支援チームを設置する。

政策

 　専門職の訪問活動及びチーム員会議等に対する報償費、研修参加に係る費用

－15－



予算説明資料 令和７年度・介護保険特別会計

4 款 1 項 1 目

2

保健福祉事業費

594 千円 726 千円

事業 0001 介護用品支給事業費

本年度当初予算額 前年度当初予算額 増減額／対前年度比

△ 132 千円　／ 81.8%

保健福祉事業費 介護用品支給事業費

予算書
ページ

20 所管部局 R7
健康福祉部 健康福祉部

R6
重点事業

長寿介護課 長寿介護課 新規事業

科目

 

21 0 0 0 573
財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

高齢者が元気にいきいきと暮らせるま
ちづくり

総合計画 基本目標 健康で元気に暮らせるまち 政策 2-2

事
業
概
要
等

 　要介護４以上の方を、在宅で１か月以上介護している非課税世帯の介護者を支援し、介護す
る家族の経済負担の軽減を図る。

 　在宅介護高齢者紙おむつ支給事業　　594千円

目
的
・
経
緯

 　在宅で介護を受けている高齢者で紙おむつを必要とするものに対し、紙おむつを支給すること
により、在宅介護の援助及び介護に当たる家族の経済的負担の軽減を図ることを目的とする。
 　第９期介護保険事業計画から、地域支援事業交付金の対象外となる予定であったが、例外的
な激変緩和措置として対象事業として継続することとなった。しかし、国は地域支援事業を財源と
する介護用品支給事業は廃止・縮小するよう求めているため、国の方針に沿って地域支援事業か
ら保健福祉事業に移行し、事業を継続する。

主
な
財
源

国庫支出金 保険者機能強化推進交付金 21 千円
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